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事業計画における確保方策等の追加・修正について 

 

１ 平成26年度第６回高知市子ども・子育て支援会議におけるご意見による修正 

区分 ご意見 修正前 修正後 

２－１ ○ 教育・保育の人

材確保について記

載する必要がある

のではないか。 

 【岡林委員】 

今後の方向性〈確保方策〉 

・ 従来の認定こども園等に

加え，新たな幼保連携型認

定こども園の創設，保育所

等の認可制度の改善，地域

型保育事業の創設，職員の

処遇向上等により，０歳か

ら２歳までの低年齢児の保

育ニーズへの対応を中心

に，質の確保された教育・

保育の受け皿を拡大し，平

成29年度末までに待機児童

を解消するとともに，各提

供区域における量の見込み

に対して，提供体制を確保

していきます。 

 

・ 従来の認定こども園等に

加え，新たな幼保連携型認

定こども園の創設，保育所

等の認可制度の改善，地域

型保育事業の創設，人材の

確保等に資する職員の処遇

向上などにより，０歳から

２歳までの低年齢児の保育

ニーズへの対応を中心に，

質の確保された教育・保育

の受け皿を拡大し，平成29

年度末までに待機児童を解

消するとともに，各提供区

域における量の見込みに対

して，提供体制を確保して

いきます。 

４－１ ○ 専門的職員の養

成と職員の資質向

上について，「施

策４－２ 要保護

児 童へ の早期 対

応」の今後の方向

性と同様に，この

施策にも加えてほ

しい。 

 【中西委員】 

今後の方向性(３つ目の取組) 

・ 子育てに関する相談支援

体制の整備を進めるととも

に，保健・福祉サービス事

業や医療機関との連携強化

などを通して，要保護児童

等の早期発見・早期対応に

努めます。 

 

 

・ 子育てに関する相談支援

体制の整備を進めるととも

に，保健・福祉サービス事

業や医療機関との連携強

化，職員の資質や実践力の

向上などを通して，要保護

児童等の早期発見・早期対

応に努めます。 

 

 

 

 

資料２－２ 
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２ 地域子ども・子育て支援事業の確保方策等の追加について 

   

（追加理由） 

地域子ども・子育て支援事業のうち３つの事業（子どもを守る地域ネットワーク機能

強化事業，実費徴収に係る補足給付を行う事業，多様な主体の参入促進事業）について

は，国の「量の見込みの算出等のための手引き」において確保方策の記載方法が明らか

になっていなかったため，記載を保留してきたが，国の平成27年度予算案において，地

域子ども・子育て支援事業が新たに創設される「子ども・子育て支援交付金」の対象事

業となり，この交付金の交付を受けるためには事業計画に従って実施することが条件と

されている。 

  このため，記載を保留してきた３つの事業について，確保方策及び各論の主な関連事

業等を追加するもの。 

 

（確保方策） 

※数値目標の項目に追加（資料２－１ 90ページ・91ページ） 

 

(８)-②子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

［市域全域］                                   

年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

提供体制の確保

の内容 
実 施 

 

(12)実費徴収に係る補足給付を行う事業 

［市域全域］                                   

年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

提供体制の確保

の内容 
実 施 

 

(13)多様な主体の参入促進事業 

［市域全域］                                   

年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

提供体制の確保

の内容 
実 施 

 

  



３ 

 

 

（各論の主な関連事業等） 

  「施策２－１ 利用希望に沿った教育・保育の提供」（資料２－１ 43ページ） 

    ・実費徴収に係る補足給付を行う事業 

    ・多様な主体の参入促進事業 

  「施策４－１ 児童虐待の発生予防」（資料２－１ 60ページ） 

    ・子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

 

 

３ 教育・保育の確保方策等の追加・修正について 

 

  資料２－１，議事関連資料参照 
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【参考資料（国資料から）】 

 

○子ども・子育て支援交付金 

平成27年度予算案 ９４２億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業概要等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象事業 

 

【事業概要】 

市町村子ども・子育て支援事業計画に従って実施される利用者支援事業，放課後児童健全

育成事業（放課後児童クラブ），一時預かり事業等の地域子ども・子育て支援事業を実施す

る市町村に対し，事業を実施するために必要な費用に充てるため交付金を交付する。 

※ 妊婦健診については従前どおり（市町村１０／１０） 

【実施主体】 

市町村（特別区含む） 

【補助率】 

１／３ （都道府県：１／３，市町村：１／３） 

※ 従来の指定都市及び中核市を対象とする費用負担の大都市特例（都道府県に負担を求

めず全額市負担とする仕組み）については廃止。 

※ 執行については内閣府において実施。 

① 利用者支援事業 

② 延長保育事業 

③ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

④ 多様な主体の参入促進事業 

⑤ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

⑥ 子育て短期支援事業 

⑦ 乳児家庭全戸訪問事業 

⑧ 養育支援訪問事業 

子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

⑨ 一時預かり事業 

⑩ 地域子育て支援拠点事業 

⑪ 病児保育事業 

⑫ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 



５ 

 

○ 子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

 

○ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

 

○ 多様な主体の参入促進事業 

 

 

 

 

 

【事業概要等】 

要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため，調整機

関職員やネットワーク構成員（関係機関）の専門性強化と，ネットワーク機関間の連携強化を図

る取組等を実施する事業 

【平成 27年度交付対象となる経費（案）】 

要保護児童対策地域協議会の機能強化を図るための取組の実施に必要な費用 

【事業概要等】 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して，特定教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき日

用品，文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用又は行事への参加に要する費

用等を助成する事業 

【平成 27年度交付対象となる経費（案）】 

生活保護世帯を対象に，給食費（副食材料費）［１号認定のみ］，教材費・行事費等（給食費

以外）について助成した費用 

【事業概要等】 

新規参入事業者に対する相談・助言等巡回支援や，私学助成（幼稚園特別支援教育経費）や障

害児保育事業の対象とならない特別な支援が必要な子どもを認定こども園で受け入れるための職

員の加配を促進するための事業 

【平成 27年度交付対象となる経費（案）】 

新規参入事業者に対する相談・助言等巡回支援や，私学助成（幼稚園特別支援教育経費）や障

害児保育事業の対象とならない特別な支援が必要な子どもを認定こども園で受け入れるための職

員の加配に要する費用 


